
　地方公務員法第５８条の２及び広島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、
令和７年度における人事行政の運営の状況及び人事委員会の業務の状況を次のとおり公表します。

Ⅰ　人事行政の運営の状況　（任命権者から報告を受けた令和７年度における人事行政
　　　　　　　　　　　　　　の運営の状況を取りまとめ、その概要を公表するもので
　　　　　　　　　　　　　　す。）　　　　　　　　　　　　　

　１　職員の任用の状況等

　　(1)　部局別職員数

令和８年４月１日現在 （単位:人）

　　　(注)　「その他」は、議長、選挙管理委員会、人事委員会、代表監査委員及び農業委員会であり、以下同じです。

令和７年４月１日現在 （単位:人）

　　(2)　採用者数
（単位:人）

　　　(注)１　令和７年４月１日から令和８年３月３１日までのものです。（以下時期等を記載していないものについて

　　　　　同じです。）

　　　(注)２　会計年度任用職員（フルタイム）の採用者数は、同一人物が令和７年４月１日から令和８年３月３１日ま

　　　　　　での間に複数回採用された場合は１人と集計します。

教育委員会 その他

795

再任用職員
（常勤）

135 20 22 313 3 493

再任用職員
（短時間）

183 6 27 173 1 390

会計年度任用職員
（フルタイム）

550 ― ― 221 ― 771

14,797

再任用職員
（常勤）

99 13 17 238 3 370

区　分 市長 消防長
水道事業
管理者

教育委員会 その他 計

職　員 6,499 1,343 562 6,109 96 14,609

― 437 ― 823

区　分 市長 消防長
水道事業
管理者

 令和８年８月３１日　

令和７年度　広島市人事行政の運営等の状況

区　分 市長 消防長
水道事業
管理者

教育委員会 その他 計

315

会計年度任用職員
（フルタイム）

566 ― ― 205 ― 771

再任用職員
（短時間）

151 6 21 137 ―

職　員 6,563 1,358 566 6,213 97

164

再任用職員
（短時間）

31 1 7 18 ― 57

再任用職員
（常勤）

57 9 6 91 1

計

職　員 342 44

会計年度任用職員
（フルタイム）

570 ― ― 225 ―



　　(3)　退職者数
（単位:人）

　　　(注)　会計年度任用職員（フルタイム）の退職者数は、(2)採用者数と同数となります。

　　(4)　職位別昇任者数
（単位:人）

　２　職員の人事評価の状況

     地方公務員法第２３条の２の規定に基づき、次に掲げる２つの方法により実施しました。

　　(1)　職員（会計年度任用職員を除く。）

　 　　ア　能力評価
　　　 　　上司による評価 → 評価結果の開示・職員と上司の面談

　 　　イ　業績評価
　　　　　 職員本人による目標設定 → 職員と上司の面談 → 職員本人による自己申告 → 上司によ
　　 　　る評価 → 評価結果の開示・職員と上司の面談

　　(2)　会計年度任用職員

　 　　ア　能力評価
　　　 　　上司による評価 → 評価結果の開示・職員と上司の面談

　 　　イ　業績評価
　　　　　 上司による目標設定 → 職員と上司の面談 → 上司による評価 → 評価結果の開示・職員
　　 　　と上司の面談

125

再任用職員
（常勤）

38 7 5 77 ―

区　分 市長 消防長
水道事業
管理者

教育委員会

379 4 656

定
年

職　員 ― ― ―

― 127

職　員 239 21 13 379

12

その他 計

8 1 1 ― 2

55 1 124

区　分

― ―

定
年
以
外

職　員 239 21 13

―

127

再任用職員
（短時間）

57 1 11 55 1

13 4

96

課長補佐級 125 22 10 11 2

4 656

再任用職員
（常勤）

38 7 5

市長 消防長
水道事業
管理者

教育委員会 その他 計

計

再任用職員
（短時間）

57 ― 11

242

計 417 69 29 30 13 558

係長級 186 28 11

部長級 26 5 3 1 3 38

局長級

77

170

課長級 72 13 4 5 2



　３　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

　　(1)　職員給与費の状況

　　  (注)　令和７年度一般会計決算見込みによるものです。会計年度任用職員（パートタイム）を除きます。

　　(2)　平均給与月額（給料月額、諸手当）及び平均年齢

　　　(注)　令和７年４月１日現在のもの(人事委員会勧告に基づく改定後)です。

　　　　　　諸手当は扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当、単身赴任手当の合計です。

　　(3)　勤務時間の状況

　　 （週３８時間４５分）

　　午前８時３０分～ 　　　午後零時～

　　午後５時１５分 　　　午後１時

　　　(注)　本庁舎及び区役所に勤務する場合のものです。

　　(4)　年次有給休暇の平均取得状況

日 ％

　　　(注)　取得率は、取得日数÷付与日数により算出しています。

　４　職員の休業の状況

　　(1)　育児休業の取得状況

　　　(注)１　取得率は、令和７年度の新たな取得者数÷令和７年度中の新たな育児休業取得可能職員数により算出しています。

　　　(注)２　取得率は、会計年度任用職員を除きます。

　　(2)　自己啓発等休業の取得状況
（単位:人）

給料月額 諸　手　当

職　員　給　与　費　（　消　費　的　経　費　） １人当たり
給与額（年額）給　　料 諸　手　当 期末・勤勉手当 計

計

14.4 72

区　　分 取 得 者 数 取 得 率うち前年度から
の 取 得 者

区　　　分 勤　務　時　間 休　憩　時　間

月曜日～金曜日

平均取得日数 取　得　率

行政職 334,572円 54,960円 389,532円 39.4歳

598億2,029万円  166億2,352万円 269億4,253万円 1,033億8,634万円 690万円

区分
平　均　給　与　月　額

平均年齢

男 性 職 員 ― ―
女 性 職 員 3 1

計 1,369人 614人 ―

区　　分 取 得 者 数 うち前年度から
の 取 得 者

男 性 職 員 392人 34人 75%
女 性 職 員 977人 580人 100%

計 3 1



　　(3)　配偶者同行休業の取得状況
（単位:人）

　５　職員の分限及び懲戒の状況

　　(1)　分限処分の被処分者数
（単位:人）

勤務実績がよくない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
刑事事件に関し起訴された場合

　　　(注)　会計年度任用職員（パートタイム）を含みます。

　　(2)　懲戒処分の被処分者数
（単位:人）

　　　(注)　会計年度任用職員（パートタイム）を含みます。

　６　職員の服務の状況

　　　地方公務員法では、職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行
　　に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないという服務の根本基準が示されていま
　　す。また、職員には、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守
　　る義務、職務に専念する義務、更には政治的行為の制限等に関する規定の遵守が求められています。
　　加えて、広島市職員倫理条例では、職務の執行の公正さに対する市民の疑惑や不信を招くような行
　　為の防止を図り、もって公務に対する市民の信頼を確保することを目的として、職員が遵守すべき
　　職務に係る倫理原則等を定めています。
　　　こうした中、令和７年度においては、服務監理委員会の開催や全職員を対象とした公務員倫理研
　　修の実施、更には次に掲げる通達等により、職員の服務規律の確保に努めました。

　７　職員の退職管理の状況

　　　本市職員のうち課長級以上の職にあった者で、本市退職後２年以内に再就職した者の令和７年度
　　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）の再就職状況は次のとおりです。

（単位:人）

計 4 1

区　　　分 休　職 免　職

男 性 職 員 ― ―
女 性 職 員 4 1

区　　分 取 得 者 数 うち前年度から
の 取 得 者

計 201 1 202

区　　　分 戒　告 減　給 停　職

― ― ―
1 ― 2

計
― 1 1
200 ― 200

時　　期 内　　容 発信者
令和7年4月1日 不祥事の根絶と綱紀粛正の徹底について 副市長

令和7年10月23日
広島県知事選挙及び広島県議会議員広島市安佐北区選挙区補欠選挙
における職員の服務規律の確保について

令和7年11月20日

免　職 計
被　処　分　者　数 5 3 2 5 15

本市職員（再任用） 47
本市関係公益的法人等 56

計 119

副市長

令和7年6月26日 参議院議員通常選挙における職員の服務規律の確保について 副市長
令和7年6月26日 不祥事の根絶、職員の倫理の保持及び贈答等の虚礼廃止について 副市長

飲酒運転の根絶、職員の倫理の保持及び贈答等の虚礼廃止について

再就職先区分 再就職者数

副市長

令和8年1月28日
衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査における職員の服
務規律の確保について

副市長

国・他自治体 1
その他民間企業（株式会社） 3
その他団体（一般財団法人・社会福祉法人等） 12



　８　職員の研修の状況

　　　研修の実績（受講者数）
（単位:人）

　９　職員の福祉及び利益の保護の状況

　　(1)　職員互助会及び職員共済組合の事業概要

　 　　ア　市職員互助会

 　　　　(ｱ)　会員は水道局職員及び臨時職員を除く市職員であり、会員数は令和８年３月１日現在
　　　　　　２４，１２６人です。

 　　　　(ｲ)　事業内容
　　　　　　　結婚祝金・入学祝金等の給付金支給、総合文化祭、体育行事、レクリエーション行事、
　　　　　　健康増進事業、サークル育成、鷹野橋職員会館管理運営、会員制福利厚生事業「ベネフ
　　　　　　ィット・ステーション」、生命保険等団体取扱、積立年金保険、物資販売事業及び物品
　　　　　　貸付事業

 　　　　(ｳ)　掛金率及び助成金率（令和８年３月１日現在）
 　　　　　　 掛金率（会員負担）　　　給料月額の４．０／１，０００
 　　　　　　 助成金率（事業主負担）　給料月額の１．５／１，０００

 　　　　(ｴ)　事業費は５億７，１８３万円（令和７年度決算額）であり、市の助成金は１億１，０４３
 　　　　　 万円です。

　 　　イ　水道局職員互助会

 　　　　(ｱ)　会員は水道局職員であり、会員数は令和８年３月１日現在６３９人です。

 　　　　(ｲ)　事業内容
　　　　　　　結婚祝金・入学祝金等の給付金支給、体育行事、レクリエーション行事、サークル育
　　　　　　成、生命保険等団体取扱、積立年金、物品貸付事業及び会員制福利厚生事業「ベネフィ
　　　　　　ット・ステーション」

 　　　　(ｳ)　掛金率及び助成金率（令和８年３月１日現在）
 　　　　　　 掛金率（会員負担）　　　給料月額の４．０／１，０００
 　　　　　　 助成金率（事業主負担）　給料月額の０．９／１，０００

 　　　　(ｴ)　事業費は１，８５１万円（令和７年度決算額）であり、市の助成金は２４７万円です。

研修センターが実施し、又は支援する研修
派遣研修

階層別研修 能力開発型研修 自主研修
職場研修

1,623 3,292 269 136,162 967



　 　　ウ　職員共済組合　

 　　　　(ｱ)　組合員は市立学校教員等を除く市職員であり、組合員数は令和８年３月３１日現在
 　　　　　 １８,９７３人です。

 　　　　(ｲ)　事業の概要
 　　　　 　①　退職者等に対する年金の給付等に関する事務
 　　　　 　②　療養の給付や育児・介護休業手当金の給付
 　　　　 　③　組合員の臨時の支出に対する資金の貸付け

 　　　　(ｳ)　掛金率及び負担金率（令和８年３月１日現在）

 　　　　(ｴ)　事業費（貸付事業等を含む。）は３４８億９，２６４万円（令和７年度決算額）であ
  　　　　　り、市の負担金は１４４億５，８３５万円です。

 　　　　(ｵ)　事業等見直し
　　　　　　①　短期給付の掛金率・負担金率の引下げ（R7.4～）　
　　　　　　②　長期給付の負担金率の引上げ（R7.4～）　

　　(2)　公務災害及び通勤災害の補償の状況
（単位:件）

　 公務災害
通勤災害

　　(3)　措置要求及び審査請求に係る人事委員会の勧告及び指示に対する対応状況
（単位:件）

掛金率
（組合員負担）

99.00／1，000 55.01／1，000

負担金率
（事業主負担）

140.5939／1，000 55.98／1，000

区　分
長期給付（年金給付事業） 短期給付（保健・休業給付事業）

標準報酬月額・標準期末手当等 標準報酬月額・標準期末手当等

区　分 件数
対　応　状　況

勧告又は指示に
左記以外

従ったもの

31 ― 31
計 175 2 177

標準報酬月額・標準期末手当等
掛金率

（組合員負担）
7.9／1，000

負担金率
（事業主負担）

7.9／1，000

区　分
認　定　件　数

負　傷 疾　病 計
144 2 146

区　分
短期給付（介護納付金）

措置要求に係
る勧告

― ― ―

審査請求に係
る指示

― ― ―



Ⅱ　人事委員会の業務の状況　（人事委員会から報告を受けた令和７年度における業務
　　　　　　　　　　　　　　　の状況を公表するものです。）

　１　職員の競争試験及び選考の状況

　  (1)　採用に係る競争試験及び選考の状況
 　　　ア　採用試験（競争試験及び公募により行う選考をいいます。以下同じです。）の実施日程

（

S
P
I
枠
）

（

一
般
枠
）

Ⅱ
種

　　　(注)　障害者対象及び技能業務職については、第３次試験を実施していません。

　　　(注)　障害者対象及び技能業務職については、第３次試験を実施していません。

最終合格
発表日

Ⅰ
種

行政事務
土木
建築
電気
機械

区　　分
申込

受付期間
第１次
試験日

第１次試験
合格発表日

第２次
試験日

第２次試験
合格発表日

第３次
試験日

R7.3.3
～

R7.3.26

R7.4.2
～

R7.4.10
R7.4.16

R7.4.23
～

R7.4.30
R7.5.13

R7.5.19
～

R7.5.26

R8.1.25 R8.1.29

R8.2.2

― ―

R8.2.9

R8.2.9
～

R8.2.13
R8.2.25

技
能
業
務
職

食肉技術員

R7.12.26
～

R8.1.9

清掃業務員

学校業務員

下水関係業務員

調理員

R7.6.2

行政事務
土木
建築
電気
機械

R7.4.18
～

R7.5.12
R7.6.15 R7.6.20

R7.7.1
～

R7.7.15
R7.7.25

R7.8.1
～

R7.8.20
R7.8.29

社会福祉
心理
化学

農芸化学
造園

農林業
水産

薬剤師
獣医師
保健師
消防

保育士

R7.7.28
～

R7.8.12

R7.9.28 R7.10.3

R7.10.14
～

R7.10.16
R7.10.24

R7.11.4
～

R7.11.6
R7.11.14

行政事務
土木

学校事務
消防

R7.10.17
～

R7.10.23

R7.10.31

R7.11.10
～

R7.11.20
R7.11.28

職務経験者対象
（行政事務・社会福祉・

土木・建築・電気・機械） R7.8.18
～

R7.9.2
R7.9.19

R7.10.4
R7.10.5
R7.10.11
R7.10.12

R7.11.22
R7.11.23
R7.11.24

R7.12.11

就職氷河期世代対象
（行政事務・学校事務）

R7.10.4
R7.10.5

R7.11.15

障害者対象
(行政事務・学校事務)

R7.9.21 R7.10.10
R7.10.27

～
R7.10.31

― ― R7.11.14

[追加募集]
職務経験者対象

（土木・建築・機械）

R7.11.19
～

R7.12.8

R7.12.11
～

R7.12.25
R8.1.9 R8.1.17 R8.1.26 R8.2.14 R8.2.25



　 　　イ　採用試験の実施結果

　　　(注)１　障害者対象及び技能業務職については、第３次試験を実施していないため、第２次試験の結果を第３次試験の欄に

　　　　　　記載しています。　　

　　　(注)２　最終競争倍率は、第１次試験の受験者数を最終合格者数で除したものです。

5 5 5 5 5 1.2

6.9

（単位:人）

行政事務 245 227 135 97 66 63 33

区　　分

2 2 1 1 1

―

22 21 21 13 1.8

6 5 5 5 1.4

19 13 10 8 7 6 6 2.2

6 6 1.3

1 1 2.0

7 6

8 8 8

26 23 23
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行政事務

学校事務

小計

技
能
業
務
職
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6 6 5

申込者

第１次試験 第２次試験 第３次試験 最終競争
倍率(倍)

受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者

4

2 1 3.0

行政事務 394 301 242 230 178 168 89 3.4
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―
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8 16.5
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社会福祉

土木

建築

電気
機械
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3 3
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行政事務
（デジタル）
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（
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I
枠
）

（

一
般
枠
）

社会福祉

心理

化学

農芸化学

造園

農林業

水産

薬剤師

獣医師

保健師

消防

保育士

小計

1

Ⅱ
種

行政事務

土木
学校事務
消防

小計

土木

電気

職
務
経
験
者

対
象
・
追
加

土木

建築

機械

小計
就
職
氷
河
期

世
代
対
象

行政事務

学校事務

小計

職
務
経
験
者
対
象

行
政
事
務

食肉技術員

清掃業務員 50

調理員 90

4.4

45 12 ― ― 12 4 11.3

学校業務員 30 22 5 ― ― 4 1 22.0

下水関係業務員 29 24 15 ― ― 14 5 4.8

83 12 ― ― 12 5 16.6

小計 207 181 49 ― ― 47 17 10.6

合　計 2,195 1,881 1,085 900 677 747 426



　 　　ウ　採用選考の実施状況
（単位:人）

　  (2)　昇任に係る選考の状況
（単位:人）

　２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　  　令和７年９月２６日に、市議会及び市長に対し、報告及び勧告を行いました。その概要は次のと
　　おりです。

　  (1)　報告の概要
　　　 ア　公民較差

　 　　イ　給与の改定
        （ｱ） 本市職員の給与が民間給与を１１，３９１円（２．９５％）下回っていることから、
           この較差を解消するため、給料表について、民間事業所の状況等を勘案し、本市職員の実態
           に応じて改定することが適当であると判断した。
        （ｲ） 本市職員の期末・勤勉手当の年間支給割合が民間における特別給の年間支給割合を
            ０．０５月分下回っており、民間における支給状況に見合うよう、本市職員の期末・
             勤勉手当の年間支給割合を０．０５月分引き上げることが適当であると判断した。

区　分 市長 消防長 教育委員会 合　計

局長級 1 ― ― 1

課長補佐級 4 ― 1 6

係長級 5 ― 1 6

部長級 1 ― ― 1

課長級 4 1 ― 5

合計

局長級 6 ― ― 1 1 8

区　分 市長 消防長
水道事業
管理者

教育委員会 その他

係員 8 ― ― 8

合　計 23 1 2 27

係長級 158 20 27 14 3 222

課長補佐級 121 14 18 10 3

38

課長級 80 6 8 1 ― 95

部長級 32 4 1 ― 1

529

民間給与 本市職員の給与 較　差

398,044円 386,653円 11,391円　（2.95％）

合　計 397 44 54 26 8

166

水道事業
管理者

―

―

―

1

―

―

1



　 　　ウ　その他の言及事項
　       　公務現場における様々な課題に的確に対応するため、限られた人材・財源の下で迅速かつ効
         率的な行政運営を行うことが求められる中、今後も質の高い行政サービスを継続的に提供する
         ためには、職務に対する基本姿勢や職務遂行に必要な能力等を持つ人材の確保・育成が不可欠
         である。また、職員一人一人が自ら能力を十分に発揮し、やりがいや自己成長を実感しながら
 　　　　生き生きと活躍するためには、多様で柔軟な働き方が可能な勤務環境の整備等が急務である。
        （ｱ）人材の確保・育成
          　①　人材の確保
          　②　人材の育成
        （ｲ) 勤務環境の整備等
          　①　長時間勤務の是正
          　②　多様で柔軟な働き方とワーク・ライフ・バランスの推進
　        　③　心身の健康の保持
            ④　ハラスメントの防止
            ⑤　多様な人材が活躍できる職場づくり
        （ｳ）コンプライアンスの推進

　　(2)　勧告の概要
　　　 ア　給料表又は諸手当
        （ｱ）公民較差１１，３９１円（２．９５％）を解消するため給料表を改定すること。
        （ｲ) 期末・勤勉手当の年間支給割合を０．０５月分引き上げること。

       イ　改定の実施時期
　　　　　 この改定は、令和７年４月１日から実施すること。
　　　　　 ただし、期末・勤勉手当については、この勧告を実施するための条例の公布の日から実施す
         ること。

　３　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況

     ※ 措置の要求とは
        職員の勤務条件に関する措置の要求の制度とは、地方公務員法第４６条の規定に基づき、職員
      が給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、地方公共団体の当局により適
      切な措置が執られるべきことを要求することができる制度です。

　４　職員の不利益処分に関する審査請求の状況
（単位:件）

     ※ 審査請求とは
        職員の不利益処分に関する審査請求の制度とは、地方公務員法第４９条の２の規定に基づき、
      任命権者によって懲戒処分その他の不利益処分を受けた職員が、人事委員会に対して、その処分
      の取消し等を請求することができる制度です。   
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計
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1 ― 1 ― ― ― ― 1 1

計
(Ａ)

却下
処分
承認

処分
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